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三菱電機では，サステナビリティ経営を実現する４つのビジネスエリアとして，「インフラ」 「インダストリー・モビ
リティ」 「ライフ」 「ビジネスプラットフォーム」を設定しています。

三菱電機技報ではこの４つのビジネスエリアに分類し特集を紹介しています。

今回の特集ではライフ領域の“働く人から暮らす人まで，誰もが自分らしい100年を生きるライフソリューション”
（10月号），モビリティ領域の“人々の暮らしを支えるモビリティソリューション”（11月号）をご紹介します。
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巻頭言

30（372）

自動車や鉄道を始めとするモビリティは，その発達によっ
てヒトやモノの移動範囲が拡大し，移動の自由度が高まり，
今では人々の暮らしになくてはならない基盤になりました。

一方，モビリティの発達に伴い，交通事故，交通渋滞，
地球温暖化といった社会課題の解決が必要な状況にありま
す。例えば，交通事故に関して，運転支援システムの実装
などによって，2020年の国内事故件数は2010年と比較し
て58％減少したものの，高齢ドライバーによる事故件数
の減少率は36％にとどまっており，依然，高齢者が関わ
る交通事故への対策が求められています。交通渋滞につ
いては，新型コロナウイルス感染症（COVID－19）の影響
で交通量が減少した2021年でも，交通渋滞による経済損
失はアメリカで約21兆円，イギリスで約６兆円，ドイツ
で約４兆円に及ぶと試算され（注1），大きな額になっていま
す。また，地球温暖化については，各国でのCO2排出量規
制の強化などの対策で電動化車両への転換が進められてい
ますが，予測によるとCO2を排出しない電気自動車の割合
は2030年でも約37％との試算になっており，温暖化抑制
のための更なる加速が求められています。

さらに，地方都市での過疎化やEコマースの普及に伴い，
地域住民の移動手段確保や物流処理能力の不足といった新
しい課題の解決も求められています。例えば，人口が集中
する都市部での移動手段が便利になる一方，過疎化が進む
地方都市では，利用者数減少でバスや鉄道といった公共交
通機関の維持費用を賄うことが難しくなり，運行便数の削
減や路線廃止が生じています。その結果，過疎化に拍車が
かかるとともに，自動車の運転ができない高齢者や障がい者
の交通手段が失われつつあります。また，物流に関しては，
Eコマース普及による宅配便の増加で輸送が小口化，多頻
度化し，配送効率が悪化するとともに，厳しい労働環境に
あるトラック運送業ではドライバー不足が進んでおり，あ
る試算によると，2030年には国内貨物輸送需要31.7億トン
のうち約36％に当たる11.4億トンの輸送が処理できなくな
ると見込まれています。

これらモビリティに関する社会課題に対して，運転支

援・自動運転技術による自動車の安全性・効率性向上や複
数の交通手段の統合で利便性が高く地球に優しいサービス
の提供を目指す官民での取組みが世界各国で進められてい
ます。日本では，自動車の自動運転早期実現に向けて官
民が一体になって取り組む戦略として2014年に“官民ITS

（Intelligent Transport Systems）構想・ロードマップ”を
策定しました。その後，毎年改定を行いながら，自家用車
の運転支援技術や自家用車だけでなくトラックやバスを対
象とした自動運転技術の高度化について実現目標を立て
て取り組んでいます。アメリカでは，Googleの自動運転
車開発部門が分社化して誕生したWaymoやGM（ゼネラル
モーターズ）の自動運転車開発部門であるGMクルーズな
どが，2019年に無人の自動運転サービスを開始するなど
開発を先導し，連邦政府や州政府も安全性確保に向けたガ
イドラインの策定や法整備で自動運転技術の開発を支援し
ています。欧州では，自動車メーカーによる自動運転技術
の高度化のほか，公共交通機関やカーシェアリングサービ
スなどあらゆる交通手段を統合しその最適化を図ることで，
マイカー以上に快適で便利な移動サービスを提供するとと
もに，持続可能な社会を構築する取組みが盛んです。例え
ば，フィンランドのヘルシンキでは，様々な交通手段によ
るマルチモーダルな経路検索，予約，決済が一つのスマー
トフォンアプリで可能なサービス“Whim”（注2）が2016年に
リリースされ，その後，2018年にはイギリス，ベルギー
に事業展開されています。

三菱電機も，モビリティが暮らしを支える重要な基盤で
あるとの認識の下，当社グループ内外の知見の融合と共創
によってこれら社会課題を解決するため，“交通事故ゼロ” 

“渋滞解消”“快適な移動”“大気汚染の低減”“地球温暖化対
策”“地域間格差の解消”“交通弱者のQOL（Quality Of Life）
向上”というキーワードを設定し，開発に取り組んでいます。
この特集では，これらの取組みの中から自動車と鉄道に関
する技術について紹介します。

（注１）	 経済損失額＝各国ドライバー１人当たりの経済損失額／年
×各国人口2020年

（注２）	 Whimは，MaaS Global Oyの登録商標です。

Executive Officer, Group President, Automotive Equipment
常務執行役 自動車機器事業本部長

“人々の暮らしを支えるモビリティソリューション”
の特集号に寄せて
For the Special Issue of "Mobility Solution to Support the Lives of People"

Atsuhiro Yabu藪　重洋
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要　旨

＊自動車機器開発センター 31（373）

インフラ連携狭域自動運転システム
インフラ連携狭域自動運転システムは，エリア内の車両や歩行者を検知する路側機センサ情報から，エリア内の障害物情報を生成し車両に情

報配信することで無人の自動運転を実現する。オンデマンド交通や物流センターなどへの展開が期待できる。

LiDAR：LIght Detection and Ranging
（注２）　経済産業省からの2022年度“無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業（自動運転レベル４等先進モビリティサービス研究開発・

社会実装プロジェクト（テーマ１））”委託事業を対応

現在日本では少子高齢化に伴う労働人口の減少で，特に
バス・トラックの運転などの労働力不足の問題が顕在化し
ている。この問題は単なる産業低下ではなく，地方ではモノ
が届かない，移動できないという日常生活への影響へとつ
ながるため日本政府も力を入れて取り組んでいる。このよう
な社会的背景の下，自動車産業に押し寄せる“CASE（注1）”
の波は，自動車業界だけにとどまらず，関係する周辺の産
業までも巻き込んで，様々な変革を引き起こしている。

三菱電機は，あらゆる天候下で持続的にドライバーレス
の自動運転が実現できるインフラ連携狭域自動運転システ
ムの開発に取り組んでいる。このシステムでは，複数の路
側機センサで検知した物標情報をあらかじめ持っている高

精度地図上にプロットし，リアルタイムに自動運転車両に
配信することで，自動運転車両は自車両含めた周辺の情報
を容易に取得できる。また自動運転の肝になる経路上の障
害物情報をインフラで生成することで車両側は高精度に自
車位置を検知する高精度ロケータの出力だけで経路に追従
する制御が可能になる。

開発中の技術を活用した実証実験を通じて技術課題の解
決を進めるとともに社会実装を進めて，持続可能なモビリ
ティ社会の発展に貢献する。

（注１）	 Connected：コネクテッド
	 Autonomous：自動運転
	 Shared & Service：シェアリング・サービス
	 Electric：電動化

田中英之＊

Hideyuki Tanaka

インフラ連携狭域自動運転システム
Autonomous Driving Service in Dedicated Area Cooperated with Infrastructure
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32（374）

1．ま　え　が　き

政府がまとめた“官民ITS（Intelligent Transport Sys-
tems）構想・ロードマップ2020”（図１）にも述べられてい
るとおり，現在の自動運転開発は，限られた時空間での自
動運転を追求するもの（A＝物流／移動サービス）とより多
様な環境下での適用を追求するもの（B＝オーナー・カー）
という二つのアプローチで進められている（1）。

実用化に関しては国内だけでなく世界中で多様な方式に
よる自動運転の提案がなされ，多くの実証実験が実施中で
あるが，法令の整備や実現技術に関していまだ課題が残っ
ており各社開発を進めている状況である。

本稿では，Aに関して当社が取り組んでいるインフラ連
携狭域自動運転システムの開発及び実証実験の状況に関し
て述べる。

2．インフラ連携狭域自動運転システム

2. 1　全　体　構　成

物流／移動サービスの実用化のため，最も達成しなけれ
ばならないのは車両から運転操作に係る対応に関してドラ
イバーなし又はドライバーの主要なタスクを削減すること
である。エリアを狭域に限定して対応するのは，ドライ
バーには自動運転システムでは困難な個別具体的な対応が
要求（例えば緊急車両への対応や警察官などの誘導指示な
ど）されるが，運行条件を絞ることで実現可能な機能に特
化し実用化するためである。

図２にこの開発でのインフラ連携狭域自動運転システム
の構成図を示す（2）。インフラ側には車両の配車・走行経路
を作成する管制システム，エリア内の物標を検知する複数
の路側機，複数の路側機で得られた情報と高精度地図情報
に基づいてダイナミックマップを生成するエッジサーバ

（MEC：Multi－access Edge Computing），自動運転車両
をコールする停留所端末などで構成している。自動運転車

両は通信アクセスポイントを通じて，ダイナミックマップ
情報を取得し，高精度に自車位置を検知する高精度ロケー
タの情報に基づいて，最適な経路演算を実施し安全な車両
制御を実現する。各システムで開発した機能移植性や演算
処理・通信速度の進化に伴うスケーラビリティを考慮して，
この開発では各システムのインタフェースにROS（Robot 
Operation System）2アーキテクチャを採用した。

2. 2　路側機，MEC

インフラ監視の目的は自動運転車両を含めた自動運転走
行路の安全監視及び最適化にある。2022年５月時点で多
くの自動運転車両が実証実験を実施しているが，交差点，
右左折など複雑な走行環境ではまだ安全面の課題を抱えて
いる。これは，現在の交通社会で発生している交通事故と
同様に死角が大きな要因の一つである。自動運転車両に多
様なセンサを搭載しても大型車両や建物の物陰に隠れた物
体の認知は困難である。インフラ監視の主要な目的は二つ
あり，一つはエリア内の全ての交通参加者の情報を高精度
地図上にリアルタイムプロットすることで，自動運転車両
の死角をなくして安全な走行を実現することである。もう
一つは，エリア内の全ての自動運転車両の走行優先度を決
めて，例えばドライバーが対応していた譲り合いの動作を
システム化して，運行サービスを最適化することである。

主な路側機及びMECの機能構成を図３に示す。路側機
に設置されたLiDARとカメラのデータを各路側機に取り
付けられた制御盤内の演算機で信号処理を行って物体を検
出し，それらをMECで統合する。最後にMECで集約され

TAXITAXI
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た情報をダイナミックマップとして統合し必要とする機器
へ配信する。

米国AEYE社のLiDARを今回用いた。適用エリアにも
よるが，半導体レーザよりも出力を高められるファイバ
レーザを光源とした1,550nmの波長を使用し，FOV（Field 
Of View）をダイナミックに変更することで１km先まで認
識できる性能を持っている。

図４にLiDARによる照射と検知の概念図を示す。LiDAR
信号処理は，LiDARから取得した点群から，動的な物体

（車両や人など）を検知する処理である。主に次の信号処理
を施すことで物体を検知する。
⑴	 クロップ

高精度地図で指定された位置の不要な点群を除去する。
⑵	 地面除去

平面に近似する点群を地面とみなして除去する。
⑶	 クラスタリング

一定距離内に集まる点群（クラスタ）ごとに分割する。
カメラはパナソニック社のWV－S2552LNJを用いた。

信号処理として機械学習ベースの画像認識アルゴリズム
（YORO v4，DeepSORT）を用いて，車両，トラック，二
輪車，歩行者といった物体の種別と，その物体の三次元の
位置算出を行う。このため，処理開始後の最初のステップ
として一回だけ，⓪認識のためのネットワークモデルの構
築が行われる。その後は，①カメラの各フレームでの画像
を取得（読み込み）し，②取得したカメラ画像から物体検出
アルゴリズムによって，物体の種別と，その二次元画像中
の位置とサイズ（Bounding box）が検出され，③検出され
た物体は，フレーム間の相関処理（トラッキング）によって
ID（識別番号）が付加され，④物体の種別と二次元画像中
の位置とサイズ，及びカメラのパラメータを用いて，三次
元の世界座標系での位置とサイズを算出し，⑤物体種別と
世界座標系での位置，サイズ，IDの情報を出力する。

最後にセンサフュージョンは物体同士の近さから相関を
判断する仕組みを採用している。この処理は追尾処理も兼
ねており，これによって物体が同じものであることを識別
するためのIDを物体ごとに付加する。具体的にはある時
刻で受信したLiDAR検知位置に対して，カメラ検知位置
の予測移動位置を比較して近いものであれば，同じものと
して扱い同じIDを付加する。予測移動位置はLiDAR検知
時刻と最新のカメラ検知時刻との時間差と，検知物体の移

動方向，速度から運動モデル式を使用して算出する。運動
モデル式は例えば等加速直線運動を表す式などを使用する。

2. 3　自動運転車両システム

主要な車両システム構成図を図５に示す。ソナーシステ
ム，ミリ波レーダシステム，前方監視カメラシステムは主
に自車両の走行経路を監視し，センサフュージョン処理に
基づいて各障害物との衝突余裕時間を演算し，いざという
場合の被害低減ブレーキの機能を持つ。通信機器システム
はMECからのダイナミックマップ情報を受信し高精度ロ
ケータシステムの自車位置情報と合わせて経路生成を行
う。高精度ロケータシステムによる自車位置技術を制御の
中心に置くことで，悪天候下などでも自車位置を検知する
ことが可能になるため，システムの稼働領域が増える。ま
たAD－ECU（Autonomous Driving－Electronic Control 
Unit）はハンドル，アクセル，ブレーキに相当する指令値
を送信し，各アクチュエータが加速，操舵（そうだ），制動
を制御する。

経路生成には開発中の“PF－RRT”（Particle Filter Rap-
idly－Exploring Random Tree）（3）を用いた。パーティク
ルフィルタによって，車両が目標にする状態に近づくため
の状態変化を推定し経路を生成する。さらにRRTを用い
て，ツリー（走行経路の候補）を拡大し，その中から到達コ

LiDAR レーザ光

地面 反射点

物体

図４．LiDARによる照射と検知の概念

ソナー
システム

ミリ波レーダ
システム

前方監視カメラ
システム

通信機器
システム

高精度ロケータ
システム

自動運転制御システム（AD－ECU）

図５．車両システム構成

駐車車両

選択
経路

自車両

①位置や車速を含むデータ群
をツリー構造で保持する。

③手順②を繰り返すことで
ツリーを拡大する。

④ツリーの中から到達コスト
が最小になる経路を選択し， 
制御器へ出力する。

②ランダムに選択したノード
を初期位置として， パー
ティクルフィルタを用いて
経路を生成する。

　生成した経路を新たな枝と
してツリーへ追加する。

図６．PF－RRTによる経路生成の流れ
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スト（距離等）が最小になる経路を選択する。これらによっ
て複雑な環境に対応できる，滑らかな走行経路の生成が可
能になる（図６）。

3．実　証　実　験

自動運転システムの実現のため，世界中で各社が実証実
験を実施している。実証実験が必要な理由は主に，自動運
転技術そのものの妥当性検証，実道路環境の検証，サービ
ス（ビジネス）妥当性の検証，及び社会の受容性の検証であ
る。どれも技術に確立又は定式化されたものはなく各社独
自に取り組んでいる。

3. 1　社内実証実験

社内での実験は社外での実証実験の前評価や新しい機能
の検証を研究レベルから社外公開可能なレベルのものまで
幅広く対応している。図７は兵庫県赤穂市にある当社の試
験場であり，2021年10月に市街地路を模擬できる環境と
して新設した。

次にこの実験場を活用した検証中の幾つかの結果に関し
て述べる。図８はインフラ連携狭域自動運転システムのシ
ステム検証の一部である。図８の左上から時計回りに，停
留所端末を活用し乗車需要に応じたオンデマンド配車，狭
域エリアを監視し故障などのトラブル対応を実施する管制
システム，路側機で検知した障害物をMECから車両に通
信しその情報に基づく経路生成及び車両制御，複数台車
両の優先車両を制御する調停制御をそれぞれ検証してい
る。どれも路側機で検知された情報を用いて，MEC内で
生成されたダイナミックマップ情報に基づいて制御されて
おり，機能的な有効性は確認できた。このほかにも悪天候

下での評価，被害低
減ブレーキ等危険な
走行に関しても試験
場内での検証を実施
中である。今後も実
験シナリオを追加し，

信頼性を含めた評価を実施していく予定である。

3. 2　社外実証実験

官民一体になって自動運転を活用して顕在化している多
くの社会課題を解決するため，自動運転レベル４の社会実
装を目的として，2021年度から“RoAD to the L4”が開始
された（4）。この中でも2022年度“無人自動運転等のCASE
対応に向けた実証・支援事業（自動運転レベル４等先進モ
ビリティサービス研究開発・社会実装プロジェクト（テー
マ１））”の取組みに関して述べる。この取組みは①2022年
度目途に限定エリア・車両での遠隔監視だけ（レベル４）
で自動運転サービスを実現すること，②遠隔監視だけ（レ
ベル４）の基本的な事業モデルや制度設計を確立すること
を成果目標とし，幹事機関の国立研究開発法人 産業技術
総合研究所，ヤマハ発動機㈱，㈱ソリトンシステムズ及び
当社でコンソーシアムを組んで2021年度から取り組んで
いる（図９）。役割としては取りまとめを国立研究開発法人 
産業技術総合研究所，車両対応をヤマハ発動機㈱，通信・
遠隔制御を㈱ソリトンシステムズ，自動運行装置を当社が
対応している。今後もサービス実現に向けたエコシステム
を構築し他エリアへも展開していく予定である。

4．む　す　び

自動運転に関しては，交通事故削減，高齢ドライバー事
故対策，少子高齢化に伴う労働力不足などの社会課題解決
に強い期待がある。世界中でこのエリアの事業化競争が行
われており技術開発・社会実装の遅れは日本の経済や国際
競争力に影響を及ぼす可能性がある。引き続きミッシング
を補完する企業と連携協力して安心・安全・快適な社会の
実現に向けて貢献していく。
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図９．取組み成果の一部
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ADAS－ECUアーキテクチャ
ADAS制御機能とボディ制御機能を一体型のADAS－ECUに統合することで搭載体積及びコストを低減する。各制御マイコンの高性能化に

よって機能高度化を実現するとともに，機能安全，自動車サイバーセキュリティに対応する。複数センサ情報の非同期融合，高速ソルバによる
モデル予測制御の実装によって高度なADAS機能を実現した。

近年，車の安全性向上のために，先進運転支援システム
（Advanced Driver Assistance System：ADAS）の普及
が進んでいる。ADAS機能の高度化に伴い，機能を実現す
るためのECU（Electronic Control Unit）の搭載数は年々増
加しており，搭載体積やコストの増加が課題になっている。

三菱電機では，ボディ制御機能とADAS制御機能を一つ
のECUに統合した統合ユニット（ADAS－ECU）を量産化
した。

このユニットでは，従来ユニット（1）に対するADAS機
能の進化に対応するため，ボディ制御，ゲートウェイ制御，
ADAS制御の各制御マイコンを高性能化した。これに伴
い回路規模の増加と放熱が課題になったため，機能配分を
見直して筐体（きょうたい）サイズの維持と放熱対策とを両

立した。
また，このユニットのシステム構成では，外部ユニット

との通信の信頼性の確保が重要になるため，機能安全規格
に適合するよう各制御マイコンのタスク分離などの安全機
構を設計した。さらに，自動車サイバーセキュリティ法規
及びプロセスへの適合も実現した。

ADAS制御機能としては，予防安全に関する複数のセ
ンサ情報の融合（センサフュージョン）で時刻同期を不要に
する技術によって，搭載センサ数に対する拡張性を確保し
た。また，最適化問題を高速に解くためのソルバ（数値的
に解を求めるプログラム）の開発によって，モデル予測制
御のマイコン実装を可能にして，快適で高精度な車両制御
を実現した。

森　正憲＊

Masanori Mori

竹内　佑＊

Yu Takeuchi

平出拓也＊

Takuya Hirade

鴨井亮二＊
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を統合したECU
Electronic Control Unit Integrating ADAS and Body Control Function
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1．ま　え　が　き

近年，車の安全性を向上させるためのADASの普及が
進んでいる。2021年11月以降の国産新型車には自動ブ
レーキが義務化されており，また2030年には自動運転レ
ベル２の搭載率が全世界で26％になると見込まれている（2）。

ADAS機能は，光学カメラやミリ波レーダなどの予防
安全に関する車載センサを用いて周囲の状況を認知し，最
適な自車運動を判断し，アクセル・ブレーキ・ハンドルを
制御するものである。具体的な機能には自動ブレーキ，先
行車追従，車線維持支援などがある。ADAS機能の高度
化に伴い，これらの機能を実現するためのECUの搭載数
は年々増加しており，搭載体積やコストの増加が課題に
なっている。

そこで，ADAS制御機能と，車両電装品（ライト，ワイ
パー等）の駆動制御を行うボディ制御機能を一体型のECU

（以下“ADAS－ECU”という。）に統合し，搭載体積及びコ
ストを低減する。当社では機能安全規格への適合及び車に
対するサイバー攻撃への対策を実装したADAS－ECUを
開発し，当社として初めて自動車サイバーセキュリティに
対応した製品を量産化した（図１）。

本稿では，開発したADAS－ECUのハードウェア構成，
セキュリティ機能及びADAS機能の特長について述べる。

2．ADAS－ECUのハードウェア構成

このユニットでは，車両電装品の駆動制御（ライト，ワ
イパー，室内灯等の制御）を行うボディ制御，車両電装品
からの信号に対して調停処理を行うゲートウェイ制御，及
びADAS制御を行っている。

従来ユニット（1）でもこれらの制御を一つのECUで実現
していたが，ADAS機能の進化，各制御の高機能化やサ
イバーセキュリティに対応するため，それぞれの制御用
マイコンを高性能化する必要があった。特にADAS制御

用のマイコンはCPUのコア数や周波数，メモリサイズ等，
大幅な性能アップを要求された。一方，車両への取付け構
造と外形サイズは従来ユニットと共通であることが求めら
れた。筐体外形の変更ができない制限がある中で，マイコ
ンの高性能化に伴う発熱対策が必要になった。

これらの課題に対応するため，従来ユニットでは
ADAS制御でユーザーへの注意喚起として音での報知を
するための音声出力用の回路を搭載していたが，機能配分
の見直しを行い，高発熱素子が必要な音声出力用の回路を
外部化した。これによって，マイコンの搭載スペースを確
保し，高性能化した各制御用マイコンの放熱性と回路規模
の増加への対応を成立させるとともに，大型のヒートシン
クを廃止し，コストダウンを達成した。

また，ボディ制御，ADAS制御で求められるサイバー
セキュリティに対応した回路を搭載した上で，筐体構造，
回路構成は可能な限り従来ユニットから踏襲した。これら
によって，筐体サイズの維持と放熱対策とを両立できた。

3．ADAS－ECUのソフトウェア構成

3. 1　システム構成と機能安全及びセキュリティ

このユニットのシステム構成を図２に示す。基本的な構
成として，ADAS機能に関連する通信はADAS制御用マ
イコン，ボディ制御やキーレス制御等に関する通信はボ
ディ制御用マイコン，他のシステムやダイアグ通信のよう
な外部通信はゲートウェイを介して接続する。また，２章

で述べたとおり，従来ユニットと異なり音声出力用の回路
は外部に配置し，このユニットとは通信によって接続する。
なお，実装に当たっては車両のネットワーク構成に合わせ
たカスタマイズを行っている。

このユニットは機能安全規格ISO 26262に適合して開発
を行っている。従来ユニットでも同規格に適合しており，
マイコンを三つ搭載する基本構成が同じであるため，従来
ユニットでの安全設計を大きく変更することなく実現して
いる。

このユニットでは多くの機能を統合しているが，図２

に示すように各機能が制御するアクチュエータ（ハンドル，
アクセル，ブレーキなど）は直接駆動するのではなく，バ
スを介した通信で駆動指示を出力するものが多い。安全に
関連する機能についても同様であり，例としてヘッドライ
ト，ワイパーなど，運転手の視界確保という安全面で重要
な機能では，運転手が操作するスイッチ入力を別の制御ユ
ニットが行い，このユニットは通信で受け取る。出力につ
いても，ヘッドライト駆動を担当する制御ユニットに通信
で指示を出す。このため，安全設計では通信の信頼性確保図１．ADAS－ECU



三菱電機技報・Vol.96・No.11・2022

ADAS制御機能とボディ制御機能を統合したECU

37（379）

が重要になる。
そこで，通信の信頼性を担保する安全機構が確実に動作

するよう，タスク分離などを考慮した安全設計を実施した。
さらに，マイコン自体に異常が発生した場合に対処するた
め，マイコン外部監視を行っている。このユニットで複数
のマイコンを搭載している特徴を活用して，マイコン間で
の相互監視を行い，異常時にリセットする機構を実装した。

また，自動車でのサイバーセキュリティに関する法規
UN－R155が2021年に施行され，サイバーセキュリティ管理
プロセスを持つことが求められている。その具体的なプロ
セスとしてISO/SAE（Society of Automotive Engineers）
21434が発行されている。これらに適合するためのプロセ
スを整備し，このユニットの開発に適用した。

3. 2　センサフュージョン機能

ADAS機能には自車周囲の状況認識が不可欠である。
夜間や雨天，追越し・合流・交差点などといった多様な運
転シーンに対応することが求められ，これには単独のセン
サでは限界がある。このため，ミリ波レーダや光学カメラ
などの複数のセンサ情報を融合するセンサフュージョンを
用いることで，単独のセンサではなしえない認識精度や認
識範囲を達成する。

センサフュージョンは，各センサが検出した車両や歩行
者などのオブジェクトを同定した融合オブジェクトを生成
し，それらの位置や速度などを推定する。ここで，センサ
は各々独立に観測を行うため，ADAS－ECUでのセンサ
データの受信が非同期になる。センサの観測時刻がずれて
いると同定に誤りがあったり，融合オブジェクトの推定精
度が劣化したりするため，観測時刻差を解消する必要があ

る。また，単純にセンサオブジェクト同士を直接組み合わ
せて同定する場合，その処理時間はセンサオブジェクト数
の総乗に比例するため，搭載センサ数が増えると処理負荷
が問題になる。

そこで図３に示すように，各センサからデータを受信す
るごとに，同センサの観測時刻での融合オブジェクトを予
測し，センサオブジェクトと融合オブジェクトとを同定す
る。この方法では，融合オブジェクトの予測によってセン
サの観測時刻差を解消することで，時刻同期を不要にする。
また，処理時間はセンサオブジェクト数の総和に比例して
おり，搭載センサ数に対する処理負荷を軽減する。

図４に自車前方の先行車をセンサフュージョンした結果
の例を示す。ここで，縦方向距離はカメラよりもレーダが
高精度である誤差評価結果を反映し，非同期のセンサデー
タに対して融合オブジェクトは真値に近い精度を達成して
いる。
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図２．ユニットのシステム構成
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図３．非同期データ融合によるセンサフュージョン
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3. 3　モデル予測制御によるADAS制御機能

ADAS制御の高度化のため，モデル予測制御技術の開
発に取り組んでいる。モデル予測制御では，モデル化され
た制御対象の未来の挙動を予測し，その予測挙動に対して
最適な制御入力を演算する。この予測で多様な制約条件を
考慮することで制御を高性能化できるため，複雑な条件下
で最適な動作を実現できる。

モデル予測制御をADAS制御に適用する場合，まず車
両諸元やアクチュエータの遅れなどの車両動作特性を数理
モデル化し，考慮すべき要素の目標値との差分を評価関数
として定義する。その上で設定した期間内の車両挙動を予
測し，車両挙動に基づいた評価関数が最小になるような制
御入力（操舵（そうだ）制御量や車両速度制御量）を算出する。
ここで，モデル予測制御は複数の制御入力に対する評価関
数を設定できるため，縦方向と横方向の運動の統合制御を
適用できる。また，未来の車両挙動を含めて最適化問題を
解くことで，設定車速や先行車との車間維持のための車速
制御や，道路白線や先行車軌跡などの目標経路に対して車
両を制御する経路追従制御などで，従来の制御手法よりも
乗り心地性能や目標追従性能を改善し，ADAS機能全体
の性能向上を図ることができる。

しかしながら，モデル予測制御はリアルタイムに最適化
問題を解く必要があるため，処理負荷が非常に高くなると
いう課題がある。特にADAS制御では，乗り心地性能や
目標追従性能の向上だけでなく，様々な交通環境へ対応す
る必要があり，考慮すべき制約条件が多くなる。制約条件
が多いほど最適解の導出過程が複雑になるため，モデル
予測制御を適用するには高価な高性能SoC（System on a 
Chip）が必要とされた。

この処理負荷の課題に対して，最適化問題を高速に解く
ためのソルバを開発し，車載向けマイコンへの実装を行っ
た。当社ソルバ（3）は，有効制約法を用いたソルバであり，
最適性条件から導かれる連立一次方程式を前処理によって

効率的に解くことで，最適解を導出する反復回数を抑制す
る（図５）。その結果，最適化問題を解くための処理負荷を
大幅に低減し，汎用の最適化アルゴリズム（オープンソー
スの最適化ソルバ（4））よりも高速な求解を達成した。これ
によって，モデル予測制御を廉価な車載向けマイコンへ適
用することが可能になり，高度なADAS制御による車両
制御を実現できた。

4．む　す　び

ボディ制御機能とADAS制御機能を統合したADAS－
ECUについて述べた。

ハードウェア構成として，従来ユニットに対して筐体サ
イズを維持しながら機能高度化に対応するため，制御マイ
コンを高性能化するとともに機能配分を見直すことで放熱
対策を行った。

システム構成として，外部ユニットとの通信の信頼性を
確保するため，各制御マイコンのタスク分離などで機能安
全規格に適合した。併せて自動車サイバーセキュリティの
プロセスへの適合を行った。

ADAS機 能 と し て， 時 刻 同 期 を 不 要 に す る セ ン サ
フュージョン機能によって搭載センサ数に対する拡張性を
確保した。また，最適化問題を高速に解くためのソルバを
開発し，車載向けマイコンへのモデル予測制御の適用を実
現した。

今後，路車間・車車間通信との連携や車室内センサの活
用等，より高度な自動運転レベルに対応した製品開発を進
めて，安全で快適な交通社会の実現に貢献する。
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IMSで利用する評価データ例
IMSで，乗員の状態判定を行う性能が担保できているかの確認に利用する評価データの例である。IMSでは，顔向き角度や，開眼度，視線

角度の検出精度を評価する基本性能評価と，走行時での乗員の状態判定精度を評価するロバスト性評価を行う。これらの評価に加えて，シミュ
レーションツールを用いた評価によって，IMSのロバスト性向上が可能になる。

（注１）　Avatar Generatorは，イグニス・イメージワークス㈱の登録商標である。

車内に設置したカメラを利用して乗員の状態を把握す
る車室内モニタリングシステム（IMS）は，先進運転支援シ
ステム（ADAS）の一つとして急速に普及しており，安全
運転支援の重要な機能になっている。欧州連合は，自動車
の安全性に関するアセスメントとして，EuroNCAP（The 
European New Car Assessment Programme）を規定し，
2024年までに全車両への乗員モニタリング機能の搭載を
促進している。

IMSでは，利用目的や車両のインテリアレイアウトなど
の制限によって，カメラの設置位置や角度，撮影範囲が異
なる。また，多種多様な環境・ユーザーに対するロバスト

性が確保できなければ，商品性を欠くことになる。これら
の多岐にわたる変動要因に対して，安定した乗員の状態判
定を行うために，三菱電機ではシミュレーションツールを
利用した評価方法を実施している。

評価方法は，カメラ設置位置や，各種センサが高温状態
になることで生じるノイズなどカメラ画像に与える要因の
評価と，撮影対象とする乗員の変動要因（目の大きさやマ
スク有無など）に関する評価の大きく二つに分類できる。

今後は，シミュレーションツールを活用できるシーンを増
やしていくとともに，IMS機能のロバスト性改善を進める。

米山昇吾＊

Shogo Yoneyama

藤田偉雄†

Takeo Fujita車室内モニタリングのロバスト性評価
Robustness Evaluation Using Simulation Tool for In － Vehicle Monitoring System
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1．ま　え　が　き

ADASの急速な普及に伴い，車内に設置したカメラを
利用して乗員の状態を把握するIMSは重要な機能になっ
ている。IMSは，近赤外線LEDと近赤外線カメラで撮影
された乗員の顔画像から，顔向き角度や，開眼度，視線角
度といったセンシング情報を検知し，これらの情報から脇
見や居眠りなど乗員の状態判定を行う（1）。

カメラで撮影される車室内は，昼間，夜間での照度レベ
ルの変動幅が大きく，車両の向きによって外光の影響も
刻々と変化するので，対応すべき被写体の条件変化が激し
い。また多種多様なユーザーが利用するため，これらの変
動に対応しても安定した性能を発揮する必要がある。この
ためには，性能に影響を与える要因を評価し，抽出された
課題の対策を事前に行うことが望ましい。

本稿では，シミュレーションツールを利用し，カメラ画
像の変動をシミュレーションした評価と，撮影対象になる
乗員の変動をシミュレーションした評価によって，IMSの
ロバスト性改善を効率的に行う方法について述べる。

2．IMSのシステム構成と性能に与える要因

2. 1　システム構成

IMSは，カメラモジュール（近赤外線カメラ，近赤外線
LED）と，ECU（Electric Control Unit）で構成される。撮
影対象とする範囲を近赤外線LEDで照射し，撮影された
乗員のカメラ画像をECUで画像解析することで，乗員の
状態判定を行う（図１）。

2. 2　乗員の状態判定性能に与える要因

IMSでは，利用目的や車両レイアウトなどの制限によって，

カメラの設置位置や角度，撮影範囲が異なる。また，多種
多様な環境・ユーザーに対するロバスト性が確保できなけ
れば，商品性を欠くことになる。これらの多岐にわたる
変動要因に対して，安定した乗員の状態判定を行うために，
当社で実施しているシミュレーションツールを利用した効
率的なロバスト性評価方法について述べる。シミュレー
ション評価に当たって，乗員の状態判定性能に与える影響
を，カメラレイアウトや，ノイズなどによるカメラ画像に
与える要因と，撮影対象とする乗員の変動要因（顔やマス
ク有無など）の大きく二つに分類し，３章以降で述べる。

3．カメラ画像への影響要因と
シミュレーション評価

車載環境でカメラを使用する際，画像に影響を及ぼす要
因は多岐にわたる。次に分類ごとに要因を述べる。

3. 1　カメラ画像での性能低下要因

⑴	 照明条件（時間帯，天候，対向車，LED照明強度）
車載カメラは，車両の移動によって頻繁に撮影条件が変

動し，昼間／夜間で車内の照度変化が激しい。特に夜間は
道路照明や対向車のヘッドライト等の強力な照明器具から
入射する光の影響を受けて，一般的なカメラと比較し，急
激な照度変化にさらされる傾向がある。これらの照度変化
は，カメラ画像の白飛びや，乗員の顔に車両構造物の影な
どのコントラスト変化を生じさせる。
⑵	 レンズ種別（画角，F値，歪（ひず）み）

車載カメラは，利用目的や車両レイアウトによって，必
要な撮影範囲（画角）が異なる。カメラの画角はレンズの焦
点距離とセンササイズの組合せで決まり，焦点距離の値が
小さいほど撮影画像の画角は広くなる。またF値はレンズ
の明るさを示し，値が小さいほど撮影画像が明るく，カメ
ラとしての感度が高くなる。F値は焦点距離／レンズ口径
の値に比例するため，画角を広くするために焦点距離の値
が小さいレンズを使う場合には，同じ口径のレンズであっ
てもカメラの感度は高くなる。一方で同一センサに広い画
角のレンズを組み合わせた場合，画素ごとに割り当てる被
写体画角が大きくなり，撮影画像の解像度は低下する。こ
のようにレンズの特性は様々なトレードオフから成り立っ
ており，製品の用途，目標性能に合わせて適切な組合せを
選択することが重要になる。またレンズに起因する画質劣
化要因として光学歪みが挙げられる。これは画像周辺部で
曲がって撮影される現象である。
⑶	 デザイン（カバー有無など）

デザイン上の必要性から，装置自体が目立たないように
カバーを設けるケースもある。こういった場合，カバー越
しに撮影することによる撮影画像のコントラスト低下，解

カメラレンズ

カメラ画像

顔向き角度検出

開眼度検出

視線角度検出

脇見検出

居眠り検出

状態判定

ECU

撮影範囲

近赤外線LED

カメラモジュール

図１．システム構成
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像度低下が発生し，検知処理精度に影響する可能性もある
ので，十分な事前検討が必要である。
⑷	 温度条件，経年劣化

⑴ ⑵ ⑶以外ではセンサ温度の影響や経年劣化による影
響が挙げられる。センサ温度は一般に高温になるほど撮影
画像に重畳されるノイズが増加する。経年劣化の影響には
様々なものが考えられ，欠陥画素と呼ばれる被写体の明暗
に反応しない画素の増加，高温環境に長時間さらされるこ
とによる表面部材の透過率低下のためセンサ感度の低下な
どが発生する。

3. 2　照度シミュレーション評価

3. 1節の⑴⑵で述べたとおり，車室内の照度変化は大き
いため，IMSでは，太陽光に含まれる比率が低い波長の
近赤外線LEDを用いることで，外光の変動を抑えて，安
定した画像が得られるような対策を行っている。近赤外
線LEDは，判定対象とする乗員のカメラ画像を適切な明
るさで鮮明に撮影するために重要な役割を担っており，そ
の配置や照射方向は対象とする撮影範囲で異なる。撮影対
象とする乗員の撮影され得る範囲はあらかじめ定められて
おり，シミュレーションツールを利用することで，この範
囲内での被写体の照度分布を設計段階から予測可能になり，
効率的な開発を行うことができる。図２に照度シミュレー
ションの画面例を示す。シート位置やユーザーの体格に基
づいて定められた乗員の撮り得る範囲に対して，適切な照
度条件を満たしているかの確認を行う。最後に，設計され
たカメラモジュールで撮影したカメラ画像が，期待する照
度条件で撮影されているかの検証を実施する。このシミュ
レーションは，被写体を一部遮蔽するような車両構造物が
存在する場合など複雑な条件下で非常に有効である。

3. 3　カメラ画像シミュレーション評価

3. 1節で挙げた様々な影響要因を踏まえて，撮影画像シ
ミュレーションツールを開発した。適用先の車種やデザイ
ンコンセプトによって要求仕様が変化するIMSでは，製
品ごとに細かく構成部材の変更が発生する可能性がある。
IMSで性能評価が必要な機能は多岐にわたり，変更のたび

に評価用画像を全て撮影し直すことは開発工数の増大につ
ながる。これに対して，少数のサンプル画像を用いて部材
変更に伴う画質への影響を予測し，既存の評価画像をベー
スに影響をシミュレートした画像を生成して性能評価に用
いることができれば，効率的に性能を担保することが可能
になる。

シミュレーションツールでは，考え得る全ての影響要因に
対して影響を予測できることが理想であるが，今回は車種
やデザインコンセプトによって影響を受ける3. 1節⑵⑶⑷
に着目し，次の三つの調整項目を策定した。

①ゲイン
②ノイズレベル
③解像度低下
このうちゲインとノイズレベルはセンサとレンズの組合

せ，及びカメラ前面カバーによるカメラ全体での感度変化
による影響を再現するための調整項目である。また解像度
低下は主にカメラ前面カバーによる撮影画像のぼやけを再
現するための調整項目である。

処理例を図３及び図４に示す。図３は元になるサンプル
画像である。⒜が部材変更前のシステムで撮影した画像，
⒝が部材変更後のシステムで撮影した画像である。図４は
サンプル画像の特性の変化に基づいて，図３⒜の画像から
シミュレーションツールを用いて生成した画像である。ノ
イズレベルやコントラストなど，図３⒝と同等の特性を再
現できていることが分かる。

図２．照度シミュレーションの画面例

⒜　部材変更前 ⒝　部材変更後

図３．サンプル画像例

図４．撮影画像シミュレーション適用例
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4．乗員の変動に対するシミュレーション評価

この章では，当社で実施している乗員の変動に対するロ
バスト性検証の中から，特に“環境ロバスト性”“個人差ロ
バスト性”で利用しているCG（Computer Graphics）を活
用したシミュレーション評価について述べる。

4. 1　環境ロバスト性シミュレーション評価

環境ロバスト性の評価は主に，人工的な光や太陽光など
の光環境の評価を指す。3. 1節⑴で述べたように，車室内
の照度変化は，乗員のカメラ画像で，影などのコントラス
ト変化を生じさせる。これらの影響に対する評価を行うに
は，朝日や日没，雪面反射などの様々なケースを実際に走
行し，収集したデータを用いて，性能低下の有無を確認し，
対策改善を行うプロセスを踏む必要があり，多大な時間を
要する。また，運転者の体格や座席位置の調整によって陰
影の生じる位置は異なるため，網羅的な評価をデータ収集
で行うには限界がある。

シミュレーションツールでは，光源設定によって，車室
内環境での照明変動環境のカメラ画像を生成できる。図５

に実際に撮影した太陽光の影響で顔に生じたコントラスト
の例を示し，図６にCGによるシミュレーションツールで
生成したコントラスト例を示す。シミュレーションツール
で実際のコントラストと同様に車両の構造による影響を
再現できていることが確認できる。このように，様々な光
源位置で任意のコントラストを再現でき，ロバスト性評価
を効率良く実施することが可能になる。また，シミュレー
ション評価では再現性が確保されるため，一つの機能に課
題が見つかった場合，同一のコントラストを発生させた状

態で乗員の行動を変更させ，IMSの提供する全ての機能が
同一環境下で正しく動作するかの検証を行うことができ，
ロバスト性の確認に有効に活用できる。

4. 2　個人差ロバスト性シミュレーション

個人差ロバスト性は，人ごと及び同一人物内の変化に対
してIMSが担保すべきロバスト性である。個人内での化
粧の有無やひげの有無などによって，結果が大きく異なれ
ば商品性を欠く。当社では，国内外でのデータ収集及び個
人変動を再現したデータ収集を行っているが，十分とは言
い難い。両目間の距離や，目の大きさ，鼻の高さなど統
計データ上，両端に位置する顔をCGで生成し，性能評価
を行うことで，ロバスト性の向上を行うことが可能になる

（図７）。同時に，メガネやマスクといった装飾品に関する
ロバスト性に関しても検証が可能であり，CGシミュレー
ションはロバスト性の向上に有効に利用できる（図８）。

5．む　す　び

IMSのロバスト性向上に対して，カメラ画像に影響を与
えるノイズ要因や，撮影対象になる乗員の変動要因に関す
るデータシミュレーションの利用について述べた。ただし，
シミュレーション評価の利用は，実際に収集したデータに
よる評価結果と，シミュレーションツールで生成した画像
での評価結果が同じ傾向を示すことが前提条件になる。

今後は，IMSの機能のロバスト性改善を進めるとともに，
性能限界の見極めを行うために，シミュレーション評価が
適用できるシーンを増やしていく予定である。

参　考　文　献

⑴	 熊谷太郎：車室内モニタリングシステム，三菱電機技報，93，
No.5，296～299 （2019）

図５．実際に撮影した太陽光のコントラスト例

Avatar GeneratorAvatar Generator

Silicon Studio
Ideas×Art×Technology
Avatar Generator

Silicon Studio
Ideas×Art×Technology
Avatar Generator

図６．CGで作成した光のコントラスト例

Avatar GeneratorAvatar GeneratorAvatar GeneratorAvatar Generator

図７．CGで作成した顔（目が細い／鼻が高い）の例

Avatar GeneratorAvatar Generator Avatar GeneratorAvatar Generator

図８．CGで作成したアクセサリー（マスク／メガネ）例
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SynTRACSの特長
同期モータに分類されるSynRMは，鉄道車両に多く使われる誘導モータと比較して回転子の発熱損失が少なく，効率や質量特性に優れるこ
とが特長である。今回，高効率化技術の適用でSynRMの力率を改善した，世界最大級の最大出力450kW（定格200kW）を実現する鉄道車
両用SynRMを開発した。また，インバータ制御技術として，鉄道車両用途で要求されるトルク制御を実現するためのベクトル制御を開発した。
SynRMが持つ高効率という特長を最大限に発揮するインバータ変調方式を適用することで，省エネルギー化を実現した。

近年，エネルギー，イノベーション，気候変動に対する
国際目標であるSDGs（Sustainable Development Goals）
によって，持続可能なエネルギーの確保と利用拡大に向け
た活動に注目が集まっている。また，昨今のエネルギー需
給を取り巻く情勢の変化や，レアアース等，希少材料の調
達上のリスクが高まっており，省エネルギー化に加えて，
省資源化についても以前にも増して必要性が高まっている。

今回，レアアースを用いずに世界最高レベルの高効率化を
実現する同期リラクタンスモータ（Synchronous Reluctance 
Motor：SynRM（シンアールエム））と，それを可変速制御す

るインバータ制御技術を鉄道車両では世界で初めて（注1）開発
し，SynRMで世界最大級となる最大出力450kWの高出力・
可変速駆動に成功した。それらの技術を独自の鉄道車両
推進システム“SynTRACS（シントラックス，Synchronous 
reluctance motor and inverter TRACtion System）”と
して開発を進めてきた。その適用性や省エネルギー性能を
確認するため，東京地下鉄㈱日比谷線13000系車両へ試験
搭載し，実環境での実証試験を実施した。

（注１）	 2020年11月26日現在、三菱電機調べ

山下良範＊
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Synchronous Reluctance Motor and Inverter Traction System for Railway
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1．ま　え　が　き

1997年の京都議定書が採択されて以降，地球温暖化防
止対策として鉄道の活用が進められてきたが，2018年に
国連でSDGsが採択され，更に幅広い視野での社会課題解
決が必要になっている。その中で当社は交通事業で培った
技術で，持続可能で安心・安全・快適な，豊かな社会の実
現に取り組んでいる。エネルギーの効率的な利用という面
では，当社は2012年２月に従来よりも高効率な全閉形誘
導電動機とハイブリッドSiCパワーモジュール（IGBTをSi

（シリコン），ダイオードをSiC（シリコンカーバイド）とし
たパワーモジュール）を適用したインバータ装置を組み合
わせた主回路システムを世界に先駆けて（注2）営業線に導入
した。この主回路システムの適用によって，電力回生ブ
レーキ領域の拡大，高周波スイッチングによるモータ損失
の低減等，主回路システム全体としての省エネルギーに寄
与している。

SDGsの省エネルギー目標に対して更に貢献するために
は，多様な主回路システムに柔軟に対応し，幅広い市場に
高効率な主回路システムを使用できるよう新たな主回路シ
ステムを開発する必要があった。今回，レアアースを用い
ずに世界最高レベルの高効率化を実現するSynRMと，そ
れを可変速制御するインバータ制御技術を鉄道車両では世
界で初めて開発し，SynRMで世界最大級となる最大出力
450kWの高出力・可変速駆動に成功した。それらの技術
を独自の鉄道車両推進システムSynTRACSとして開発を
進めてきた。

本稿では，このシステム開発の成果，及び試験搭載車両
の営業線適用での実証結果について述べる。

（注２）	 2012年９月27日現在，当社調べ

2．SynTRACS開発背景

2. 1　省エネルギー主回路システム
の開発変遷

鉄道車両を駆動する主回路シス
テムは，鉄道車両の省エネルギー
性能を高めるため，多種多様に進
化を続けてきた。

特にSiC素子適用インバータ装
置の誕生をきっかけに，従来より
も高効率な誘導電動機（Induction 
Motor：IM）や，全閉形主電動機の
軽量化，主電動機（1）（2）（3）の高出力化

による回生性能向上等，継続した省エネルギー主回路シス
テムの開発を経て，SynTRACSの開発検証・実証試験に
至っている（図１）。

2. 2　SynRM

SynRMは，産業用等で一般的に実用されている永久磁
石同期電動機（Permanent Magnet Synchronous Motor：
PMSM）と同じ同期モータに分類され，回転子の損失が少
ないため高効率であることが特長である。また，自動車や
鉄道等の可変速駆動用モータで採用されているPMSMは，
埋め込み磁石型と呼ばれる，マグネットトルクとリラク
タンストルクを併用した方式が一般的である。これらのト
ルク配分はモータの仕様や適用条件に応じて決定されるが，
SynRMは100％リラクタンストルクで駆動するモータに
なる。SynRMの場合，回転子に永久磁石を使用せず，回
転子は鉄心だけで構成されるモータになる（図２）。

2. 3　SynRM方式採用の狙い

鉄道車両は主電動機の回転変化によって直接車両の速度
が変化するため，主電動機は幅広い速度帯で駆動し，さら

SiC適用鉄道車両用
インバータ装置

高効率IM
軽量全閉形主電動機
主電動機の高出力化
（回生性能の向上）

これまでの
省エネルギー施策
をSynRMへ応用

SynTRACS

図１．省エネルギー主回路システム開発変遷
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△無負荷誘起電圧対策が必要

（産業用モータ・発電機等一定回転モータに適性）
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図２．交流モータの分類とSynRMの位置付け
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に惰行運転（無負荷回転）も多用する。そのため，同期モー
タ方式を採用するに当たっては，回転子に永久磁石がない
ことで，高速回転時の誘起電圧対策が不要なSynRM方式
が最適と考えた。また，PMSMを可変速駆動で使用する
場合，モータの回転上昇に伴い誘起電圧が上昇するため，
回転子の磁石磁束を固定子巻線による磁束で打ち消す弱め
磁束制御が必要になる。この際に固定子巻線で銅損が発生
し，さらに，打ち消されなかった分の磁束によって鉄損が
増加する。鉄道車両用主電動機では，最大出力域以降の高
トルク帯の速度域で，このようなPMSM特有の損失の影
響が大きいと考えられ，これらの観点で低鉄損特性に優れ
たSynRM方式が有利になる。

3．SynTRACS機器仕様

3. 1　鉄道車両用主電動機へのSynRM適用

SynRMは原理的には以前から存在する方式であるが，
永久磁石を使用せずリラクタンストルクだけで駆動するた
め，高出力化が難しい方式である。そのため，鉄道車両を
駆動するような高出力化（高トルク・高回転）が難しいとさ
れ，現在まで鉄道車両用主電動機として実用化されていな
い。今回，この課題に対して，次の二つのアプローチに
よって課題を解決し，世界で初めて鉄道車両用主電動機と
してSynRMの実用に成功した。図３に外観を示す。
⑴	 回転子鉄心形状の最適化

SynRMは，固定子の磁界と，回転子鉄心内の磁気抵抗
差によって生じる磁極との相互作用によってトルクを発生

させるモータであるが，回転子鉄心内の磁気抵抗差を最大
化するため，図４に示すように回転子鉄心に複数のスリッ
ト（空隙）を構成する。鉄道車両用主電動機の場合，産業用
等と比較すると回転子径が大きいため，より磁気抵抗差
を大きくするようなスリット形状の構成にできることから，
自由度が高い。今回，最新の電磁界解析技術を用いてトル
クを最大化する最適スリット設計を実現した。
⑵	 SiC適用インバータの特性の活用

SynRMを高出力化するには，⑴に加えて，固定子コイ
ルの磁束を強める必要がある。そのためにはSynRMを
駆動するインバータの電流容量を増加させる必要がある。
通常，この点はインバータにとってデメリットになるが，
SiC素子の低損失特性を生かして，モータの高電流駆動を
実現した。

3. 2　SiC適用インバータ仕様

表１にフルSiC適用VVVF（Variable Voltage Variable 
Frequency）インバータの主要諸元を示す。VVVFイン
バータは同期モータ対応のVVVFインバータとして開発
され，フルSiC適用２レベルインバータが４群搭載されて
おり，VVVFインバータ箱１台で４台のSynRMを駆動可
能である。パワーモジュールには図５に示すLV100タイ
プのフルSiCパワーモジュールを採用している。

表１．フルSiC適用VVVFインバータの主要諸元
入力（架線）電圧 DC1,500V
主回路方式 ２レベル方式電圧型PWMインバータ
制御単位 SynRM×１台×４群
冷却方式 走行風利用自冷方式
パワーモジュール 3.3kV 750A フルSiC

d軸（磁束の通りやすい磁路）とq軸（磁束の通りにくい磁路）の
インダクタンスの差（Ld－Lq）を利用してトルク発生

ステータ

ロータコア

トルク発生トルク発生
トルク発生トルク発生

d軸磁束 q軸磁束q軸磁束
ロータコア

q軸q軸

d軸d軸

スリット（空隙） スリット（空隙）
永久磁石／導体レス

図４．SynRMの回転原理及び回転子イメージ

図３．鉄道車両用SynRM 図５．LV100タイプのフルSiCパワーモジュール
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今回の開発では450kWの高出力SynRMに対応したイン
バータ制御技術として，鉄道車両用途で要求されるトルク
制御を実現するためのセンサレスベクトル制御を開発した。
なお，450kWのSynRMを可変速制御する技術は世界初で
ある。

図６にこの開発でのSynRM制御ブロックを示す。ベク
トル制御部・センサレス制御部とも図４に示すインダクタ
ンスの差を利用して制御することを特徴としている。また，
SynRMが持つ高効率という特長を最大限に発揮するため，
フルSiCの低損失特性を最大限に活用した高周波スイッチ
ングインバータ変調方式を適用した。この変調は，PWM

（Pulse Width Modulation）信号生成部で実施し，電力損
失を大幅に低減できるため省エネルギー化の実現に貢献し
た。通常，ベクトル制御にはモータの回転角情報が必要
であるが，センサレス制御技術の導入に
よって，位置センサが不要になり，保守
の省力化を実現した。

4．営業車両への試験搭載

4. 1　車　両　諸　元

東京地下鉄㈱日比谷線13000系の１編成
にSynTRACSを搭載して走行試験及び営
業線での評価を実施した。図７に13000系
の外観を示す。

１編成７両中の２両にSynTRACSを搭
載した。搭載位置を図８に示す。４台の
SynRMで既存モータ（PMSM）を載せ替え
て，それらを１台のフルSiC適用VVVF
インバータ装置で駆動する構成にしてい
る。既存のPMSM方式と装置構成は変え
ずに艤装（ぎそう）配線は現状のままにし
て，ユニットだけ変更して，容易に搭載
できる構成にした。

4. 2　主回路の構成

図９に搭載したSynTRACS主回路システム構成を示す。
主回路システムは断流器箱，フィルタリアクトル（FL），

MF HB

断流器箱 VVVFインバータ箱

MF：主ヒューズ， HB：高速度遮断器， LB：断流器， CHB：充電接触器， CHR：充電抵抗器，
MCOS：群開放接触器， INV：インバータ

LB1 FL1

FL2

MCOS1

MCOS2

INV1

INV2

MCOK1
SynRM

MCOK2
SynRM

FL3

FL4

MCOS3

MCOS4

INV3

INV4

MCOK3
SynRM

MCOK4
SynRM

CHB1
CHR1

LB2

CHB2
CHR2

図９．SynTRACS主回路システム構成

ノッチ指令／
応荷重信号等

（注３）　PWM信号生成部：キャリア周波数やパルスモードを設定

トルク指令生成部 PWM信号生成部（注3）ベクトル制御部 SynRM

センサレス制御部

トルク指令 電圧指令

電圧指令
モータ電流

今回開発での制御部

推定速度

図６．SynRM制御ブロック

図７．日比谷線13000系車両

SynRM搭載箇所 SynRM用制御装置

図８．SynTRACS搭載位置
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VVVFインバータ箱，モータ開放接触器（MCOK）箱，
SynRMで構成している。

SynTRACSを実現するに当たって，既存シス
テムからVVVFインバータ内に搭載されている制
御ユニット及びモータを変更した。先に述べたと
おり，SynRMは惰行時にモータが発電しないた
め，開放接触器が不要であるが改造を簡単にする
ためMCOKは搭載した状態とし，惰行時に開放せ
ず，常時接触器を投入した状態で走行試験を実施し
た。さらに，試験搭載に当たって，艤装配線は現状
のままにして，ユニットだけ変更して，容易に搭載
できる構成にした。

4. 3　全閉自冷式SynRM（高エネルギー密度化）

試験搭載に向け製作したSynRMは，高効率特性
を生かして冷却構造を簡素化することで，表２に示
すように従来の全閉IMと比較して軽量かつ高出力
化を実現した。

5．システムの評価結果

今回の実証試験では，まず夜間試運転を行い，全ての試
験条件下で安定したモータ制御ができていることや，鉄道
車両が加速・減速する際に使用する広い速度範囲で高効率
特性を発揮できること，それに加えて，工場内で事前評価
した消費電力量と同等であることなどを確認した。実証試
験結果の概要を表３，代表的な力行・回生ブレーキの試験
結果を図10及び図11に示す。どの試験でも，安定した動
作を確認し，良好な結果であった。

6．む　す　び

世界最高レベルの高効率化を実現し，レアアースを使用し
ないSynRMと，それを可変速制御するインバータ制御技術を
世界で初めて開発し，鉄道車両推進システム“SynTRACS”
としての開発成果を述べた。それに加えて，東京地下鉄㈱
日比谷線13000系車両へ試験搭載し，実環境での評価結果
を述べた。

今後，これらを主回路システムの選択肢に加えることで，
地球資源の節約（レアアース）とともに世界最高レベルの効
率によって，鉄道車両の更なる省エネルギー化を実現して，
持続可能性の確保に貢献していく。
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表２．試験搭載のSynRMと全閉IMとの比較
13000系試験搭載SynRM 高効率全閉IM

定格250kW（＋11％） 定格225kW
562kg（－7.1％） 605kg

全閉自冷式（走行風利用自冷） 全閉自冷式
フレーム内外気通風なし フレーム内外気通風あり

励磁電流指令（500A/div）

架線電流（2,000A/div）

40km/h40km/h
15km/h15km/h 7.54s7.54s

加速度α＝（40－15）/7.54≒3.32km/h/s
＝3.38km/h/s（勾配補正2‰）
加速度α＝（40－15）/7.54≒3.32km/h/s
＝3.38km/h/s（勾配補正2‰）

架線電圧（1,000V/div）
コンデンサ電圧（1,000V/div）

モータ電流実効値（500A/div）
モータ電流瞬時値（2,000A/div）

1群トルクパタン（1,000Nm/div）
2群トルクパタン（1,000Nm/div）

3群トルクパタン（1,000Nm/div）
4群トルクパタン（1,000Nm/div）

実励磁電流（500A/div）
トルク電流指令（1,000A/div）
実トルク電流（1,000A/div）

加減速度（0.2G/div）

変調率（100%/div）

実車両速度（10km/h/div）
ブレーキ力（50kN/div）

推定速度1（10km/h/div）
推定速度2（10km/h/div）
推定速度3（10km/h/div）
推定速度4（10km/h/div）

図10．力行試験結果

架線電圧（1,000V/div）
コンデンサ電圧（1,000V/div）

モータ電流実効値（500A/div）
モータ電流瞬時値（2,000A/div）

1群トルクパタン（1,000Nm/div）
2群トルクパタン（1,000Nm/div）
3群トルクパタン（1,000Nm/div）
4群トルクパタン（1,000Nm/div）

励磁電流指令（500A/div）
実励磁電流（500A/div）

トルク電流指令（1,000A/div）
実トルク電流（1,000A/div）

加減速度（0.2G/div）

変調率（100%/div）

実車両速度（10km/h/div）
ブレーキ力（50kN/div）

推定速度1（10km/h/div）
推定速度2（10km/h/div）
推定速度3（10km/h/div）
推定速度4（10km/h/div）

5km/h5km/h
6.16s6.16s

減速度β＝（30－5）/6.16
≒4.06km/h/s
＝4.13km/h/s（勾配補正2‰）

30km/h30km/h

架線電流（2,000A/div）

図11．回生試験結果

表３．本線試運転結果
実証試験の項目 実証試験の結果

加速度・減速度評価 既存システムと同等の車両性能を持つことを確認
運転操作評価 既存システムと同等の挙動であることを確認

特殊環境評価
雨天条件，上り勾配条件，回生ブレーキ時の負荷
変動等の特殊環境下で既存システムと同等の挙動
であることを確認

騒音評価 既存システムと同等以下の騒音レベルになること
を確認
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無線式列車制御システムと電波監視機能の構成
無線式列車制御システムの無線装置は，地上に設置する地上無線装置と列車に搭載する車上無線装置で構成しており，各装置で測定した無線

電波の電力情報は有線ネットワーク又はLTE通信によるクラウド経由で電波監視サーバに蓄積する。電波監視機能は，蓄積した電力情報をAI分
析（“学習”と“解析”）する電波監視サーバと，AI分析結果を画面表示する電波監視クライアントで構成している。

LTE：Long Term Evolution，GUI：Graphical User Interface

近年，鉄道事業者は，労働力減少の対策や鉄道運営の変
革推進として列車の自動運転の高性能化を検討しており，
無線で列車を制御する無線式列車制御システムが実現方式
の一つとして期待されている。

このシステムは，無線を使用して列車を制御するという
特性から，無線区間の電波環境の健全性の維持が重要な
ファクタになり，無線電波の安定した高い受信率を保証す
る必要がある。このため，無線電波が受信不可になる前に，
電波環境異常や装置異常による受信率低下の予兆を捉えて，
対策を講じることが重要になる。そのためには，無線電波
の常時監視が必要である。

そこで，三菱電機では，無線電波の電力を常時測定し，

AIを活用した“学習”と“解析”によって，受信率低下の予
兆を検知する電波監視機能を検討している。

電波監視機能は，地上に設置する地上無線装置と列車に
搭載する車上無線装置で一定周期で測定した無線電波の
電力情報を蓄積し，蓄積した電力情報をAI分析（“学習”と

“解析”）する電波監視サーバと，AI分析結果を画面表示す
る電波監視クライアントで構成している。

無線電波の電力情報の可視化とAI分析によって検知し
た予兆を画面表示することで，無線電波が受信不可になる
前に，受信率低下を捉えることが可能になる。

今後は，AI分析を更に発展させ，受信率低下の予兆検
知の精度向上，装置故障の予測への拡張を検討する。

中畝佑輔＊

Yusuke NakauneAIを活用した無線式列車制御システム
での電波監視
Radio Wave Monitor in the Wireless Train Control System Utilizing AI
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1．ま　え　が　き

近年，鉄道事業者は，労働力減少の対策や鉄道運営の変
革推進として列車の自動運転の高性能化を検討しており，
無線で列車を制御する無線式列車制御システムが実現方式
の一つとして期待されている。

このシステムは，無線を使用して列車を制御するという
特性から，無線区間の電波環境の健全性の維持が重要な
ファクタになり，無線電波の安定した高い受信率を保証す
る必要がある。このことから，このシステムで，無線区間
の電波を監視し，電波環境異常や装置異常による受信率低
下の予兆を捉えて，無線電波が受信不可になる前に対策を
講じることが重要になる。

本稿では，このシステムでの各無線装置で測定した無線
電波の電力情報を，AIを活用した“学習”と“解析”によっ
て，受信率低下の予兆を検知する電波監視機能を当社で検
討した結果について述べる。

2．電波監視機能

2. 1　電波監視の必要性

無線式列車制御システムで，無線電波の受信率低下が発
生し得るケースを図１に示す。これらのケースの発生の予
兆を捉えて，無線電波が受信不可になる前に対策を講じる
ことが重要であり，そのためには，無線区間の電波の常時
監視が必要になる。

2. 2　無線式列車制御システムと電波監視機能の構成

無線式列車制御システムと電波監視機能の構成を図２に
示す。

このシステムの無線装置は，地上に設置する地上無線装
置と列車に搭載する車上無線装置から構成され，地上無線
装置では，一定周期で電力を測定して時間情報を付加した
電力情報を有線ネットワーク経由で電波監視サーバに送信
する。車上無線装置では，一定周期で電力を測定し，時間
情報と位置情報を付加した電力情報をLTE通信によって
クラウド経由で電波監視サーバに送信する。

電波監視機能は，地上無線装置と車上無線装置で測定し
て送信された電力情報を蓄積し，蓄積された電力情報を
AI分析（“学習”と“解析”）する電波監視サーバと，AI分析
結果を画面表示する電波監視クライアントから構成される。

2. 3　電波監視の仕組み

地上無線装置と車上無線装置では，常時，一定周期で無
線電波の電力を測定し，時間情報と位置情報を付加した電
力情報を電波監視サーバに送信する。電波監視サーバは受
信した電力情報を蓄積する。この電力情報を入力データと
した電波監視の処理の流れを図３に示す。

電波監視機能を利用するに当たって，まずは，AI分析
の“学習”によって，先に述べた入力データ（正常データ）を
読み込ませて学習させ，しきい値データを算出しておく。

学習させたしきい値データを用いて，入力データに対し
てAI分析の“解析”を行い，出力データを算出する。

電波監視クライアントでは，この出力データの内容を画
面表示する。

マルチパス

妨害波

着雪

浸水

接触不良

故障

落雷

地上無線装置

車上無線装置

着雪

落雷

故障

接触不良

不感地帯

図１．受信率低下が発生し得るケース

車上無線装置

地上無線装置

クラウド

LTE通信LTE通信

列車無線通信

電波監視
クライアント

電波監視サーバ

図２．無線式列車制御システムと電波監視機能の構成図
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3．AI分析

AI分析の“学習”では，地上無線装置と車上無線装置で
測定して時間情報と位置情報を付加した電力情報の入力
データ（正常データ）を基に，Dメートルごとに区切った
x地点の無線区間の電力の平均値Axと標準偏差σxを算出し，
次の式に従って上限と下限のしきい値を算出してしきい値
データとして保存する。このしきい値データは，一度学習
したら，新規遮蔽物ができたことなどで電波環境が変わら
ない限り，再学習は不要である。

x地点の上限しきい値：Tup（x）＝Ax＋kσx

x地点の下限しきい値：Tdown（x）＝Ax－kσx

k：１以上のパラメータ
AI分析の“解析”では，各装置で測定し時間情報と位置

情報を付加した電力情報の入力データが，AI分析の“学
習”で算出した無線区間の上限しきい値と下限しきい値の
範囲内に入っているかどうかをDメートルごとに区切った
無線区間ごとに比較判定する。判定方法と異常原因の可能
性を表１に示す。

4．電　波　監　視

AI分析の“解析”の結果の出力データを電波監視クライ
アントで読み込むことで，無線電波の電力情報の可視化と，
AI分析によって検知した予兆を画面表示することで，無
線電波が受信不可になる前に受信率低下を捉えることが可
能になる。

この章で述べる例では，電波監視で表示するデータとし
て表２に示した諸元のデータを生成し使用している。

まず，電波監視クライアントで画面表示した電波監視の
一例を図４に示す。上段には，時刻，周波数，電力値，又
は，位置，周波数，電力値を軸とした三次元グラフを表示
する。画面を三次元回転させることも可能である。中段は，
三次元グラフの拡大，縮小を行うスケーラーである。下段
は，AI分析の“解析”の判定結果で異常が発生した場合に
そのイベントを表示する画面である。

次に，図４の三次元グラフからある特定の周波数だけを
選択した場合の時間と電力値，又は，位置と電力値を軸と
した二次元グラフの一例を図５に示す。AI分析の“解析”
の結果，上限しきい値と下限しきい値の範囲内に電力値が
入っており，正常であることを示している。

また，AI分析の“解析”の結果，上限しきい値以上の電
力異常を検出したケースを図６に示す。このケースの場合，
画面を見ることで，何らかの妨害波を受信している可能性
があると判断することが可能になる。

表１．AI分析の“解析”の判定方法と異常原因の可能性
判定条件 判定結果 異常原因の可能性

上限しきい値以上 異常 妨害波の受信の可能性あり
上限しきい値と
下限しきい値の間 正常 －

下限しきい値以下 異常 不感地帯，装置故障，着雪などの
可能性あり

表２．表示データ諸元
項目 仕様

電波伝搬モデル 自由空間電波損失モデル（1）（2）

ノイズモデル 加算性白色ガウス雑音
地上無線装置数 ５台（２km等間隔で設置）
列車移動速度 時速45km（停車なしで一定速度で走行）

入力データから
しきい値（上限と
下限）を作成する。
一度学習したら，
電波環境が変わら
ない限り， 再学習
は不要である。

入力データとしきい値データを
比較し， 正常／異常を解析する。

入力データ

AI学習

AI解析 しきい値
データ

出力データ

電波監視サーバ

電波監視
クライアント

出力データの内容を画面表示する。

図３．電波監視の処理の流れ

三次元
グラフ

異常発生
イベント
画面

スケーラー

図４．画面表示した電波監視の一例
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最後に，AI分析の“解析”の結果，下限しきい値以下の
電力異常を検出したケースを図７に示す。このケースの場
合，画面を見ることで，何らかの遮蔽があった可能性があ
ると判断することが可能になる。

5．今後の展望

現状は無線電波の電力情報だけをAI分析に使用して受
信率低下の予兆を検出しているが，今後は，AI分析を更
に発展させ，無線電波の電力情報に加えて，無線電波を復
調して誤り訂正した結果の誤り訂正ビット数，無線電波の
周波数偏差，装置内の温度情報，無線電波の送信電力など
もAI分析対象データに含めることで，受信率低下の予兆
検知の精度向上，装置故障の予測へ拡張検討する。

また，天候情報（位置情報に応じた積雪や雷雨など）も
AI分析対象データに含めることで，アンテナの着雪によ
る受信率低下の予兆，落雷による装置故障の予測などの検
出へも拡張検討する。

6．む　す　び

無線式列車制御システムでの地上無線装置と車上無線装
置で一定周期で測定した無線電波の電力情報を，AIを活
用した“学習”と“解析”によって，電波環境異常や装置異常
による受信率低下の予兆を検知する電波監視機能について
述べた。無線電波の電力情報の可視化と，AI分析によっ
て検知した予兆を画面表示することで，無線電波が受信不
可になる前に，受信率低下を捉えることが可能になる。

今後は，AI機能を更に発展させ，受信率低下の予兆検
知の精度向上，装置故障の予測への拡張を検討する。
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図５．AI分析の“解析”結果（しきい値範囲内）
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ミリ波を用いたホーム監視画像伝送システムのイメージ
駅に設置されたミリ波送信機から電車に搭載している車上受信機へ，ホームの乗降監視カメラの映像を瞬時に伝送する。運転士は運転席から
モニタ装置を通してリアルタイムに乗降監視が可能で，安全なワンマン運転に貢献する。

5G（第５世代移動通信システム）等に代表される通信技
術の進歩に伴い，電波の需要も増大してきている。近年で
は，5G，無線LAN等の市井のユーザーが使用する携帯端
末の規格でも，それぞれ28GHz，60GHz帯等の準ミリ波，
ミリ波帯の周波数を使用するようになってきている。この
ような動きは，通信速度の向上を目指しての高効率な変調
技術や情報データの圧縮技術とともに，純粋に広い通信帯
域を用いての通信速度の向上を図ることを意味する。使え
る周波数帯はほぼ使い尽くされて，ミリ波は最後に残った
フロンティアとされてきた（1）。

三菱電機は無線通信でのミリ波帯の重要性に早くから着
目しており，2000年から鉄道会社向けのホーム監視画像
伝送システムを市場展開し，今日まで多くの顧客に納入し
て安全な鉄道運行に貢献してきた。

今後も開拓が進められるであろうミリ波帯で，ホーム監
視画像伝送システムを中心とした現在ミリ波を使用してい
るシステム及び今後のミリ波を使用した鉄道システム等を
あらためて認識することによって，社会に貢献できる様々
な製品への適用を進めていく。

岡　智広＊

Tomohiro Oka

鉄道でのミリ波帯通信の利用
Use of Milli － Meter Wave Communication on the Railway System
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1．ま　え　が　き

ミリ波帯とは，電波行政的には30～300GHzの周波数帯
を指す。図１に総務省の周波数帯ごとの主な用途と電波の
特徴を示す（1）。

一般的に，補助単位のミリ（ｍm），マイクロ（µ）はそれ
ぞれ1/1,000，1/1,000,000を意味して，“マイクロ”の方が

“ミリ”より小さいことを示すが，図１のとおり，波長の長
い方が“マイクロ波”と呼ばれ，マイクロ波より波長が短い
にもかかわらず“ミリ波”と呼ばれている奇妙さがある。ミ
リ波帯の電波が持つ特徴としては次の四つが挙げられる。
⑴	 大容量通信
⑵	 距離減衰が大きい
⑶	 電波の直進性
⑷	 小型化特性

本稿では，まずこれらミリ波帯の電波の特徴について述
べた後，ホーム監視画像伝送システムを中心とした現在ミ
リ波を使用しているシステム及び今後のミリ波を使用した
鉄道システム等について述べる。

2．ミリ波の特徴

この章では，１章で挙げたミリ波帯の電波が持つ四つの
特徴についてそれぞれ述べる。

⑴	 大容量通信
通信容量を表すシャノンの式を次に示す。
C＝B・log２（１＋SN）… ……………………………… ⑴
ここで，	 C	 ：通信容量（bps）
	 B	 ：帯域幅（Hz）
	 SN	：信号対雑音電力比（真数）
式⑴はSNを一定と考えれば，通信容量Cは帯域幅Bに

比例して周波数帯域幅が広いほど扱える通信容量は大きく
なることを意味する。また，フィルタなどの部品技術の設
計では帯域幅を中心周波数で正規化した値である“比帯域”
を用いた設計になる。例えば比帯域0.1では，中心周波数
が１MHzの場合，100kHzの帯域幅しかないが，ミリ波で
40GHzが中心周波数であれば同じ比帯域0.1では400MHz
の帯域を持つことになる（図２）。帯域幅と通信容量が比例
関係にあることを考えれば，ミリ波帯等の高い周波数帯の
通信が大容量通信に適した帯域であることが分かる。
⑵	 距離減衰が大きい

自由空間での電波の伝搬損失（L）は，L＝（４πd/λ）2

で示される。ここで，dは送受信
間の距離，λは電波の波長であ
る。40GHzでのLを図３に示す。
図３には無線LANでよく知られ
る2.4GHzの伝搬損失特性も併せ
て示している。

40GHzでは60mで約100dBの
損失になる。これは，60mで10－10

（＝1/100億）になることを意味して
いる。もちろん送受信間の通信を
成立させるための設計（回線設計）
では，送信電力及び送受信のアン
テナ利得を適切に設定すること
が必要だが，2.4GHz帯無線LAN
に比べて300倍ほど減衰が大きい
ため，2.4GHzと40GHzで同じ条
件（送信電力，アンテナ利得，変
調方式）で比較した場合，40GHz
の電波は2.4GHzの電波と比べて
1/300の距離しか飛ばないという
見方ができ，他システムに与え

100kHz 400MHz

１MHz
同じ比帯域0.1でも帯域幅は4,000倍

40GHz

f

図２．比帯域

VLF：Very Low Frequency， LF：Low Frequency， MF：Medium Frequency， HF：High Frequency，
VHF：Very High Frequency， UHF：Ultra High Frequency， SHF：Super High Frequency， 
EHF：Extra High Frequency， AM：Amplitude Modulation， FM：Frequency Modulation， 
MCA：Multi－Channel Access， ISM：Industrial, Scientific and Medical， 
DSRC：Dedicated Short Range Communications
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図１．周波数帯ごとの主な用途と電波の特徴（1）
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る干渉（与干渉）が少ないとも言える。
⑶	 電波の直進性

ミリ波は，１章で述べたとおり30～300GHz帯の電波で
あるが，ミリ波より更に高い周波数としてサブミリ波があ
る。サブミリ波は遠赤外線レベルの波長であり，電波と光
の境界領域である。ミリ波は電波としては光に一番近いと
ころに位置しており，その性質も光に近く，光の持つ直進
性をミリ波も持っていると言える。また光同様に金属以外
の物体に遮られる性質も持っている。この直進性及び遮蔽
特性は，見通し通信以外は電波が届きにくく，先に述べた
距離減衰と同様に他システムに与える干渉（与干渉），他シ
ステムから受ける干渉（被干渉）を生じにくいことを意味する。
⑷	 小型化特性

アンテナ等の電波の波長に依存する構造的電気部品が存
在するが，周波数が高く波長の短いミリ波では，この構造
的電気部品をより小さくできるメリットがある。ホーンア
ンテナの設計寸法を通じて，小型化の例を次に述べる。

図４に示すようなホーンアンテナのフレアの長さlを一
定として，開口径を変えたとき，利得が最大になる開口径
にした場合のホーンアンテナを最適ホーンと呼ぶ。最適
ホーンの利得は次式で表すことができる（2）。

G＝10log10（ab/λ2）＋8.08……………………………… ⑵
ここで，	
	 λ：波長
2.4GHzと40GHzで同じ利得のアンテナの寸法を比較する

と，2.4GHz比で40GHzは約1/16の波長になるため，a，b

の各寸法値もそれぞれ約1/16と小型化されることになる。
このように，“大容量通信に適しているが，減衰が大きい

ため長距離通信には適さず，直進性が高い電波”，一言で
言えばそのような特徴を持つミリ波であるが，干渉を抑制
するためにあまり電波を遠方へ飛ばさず，公共インフラの
ように傍受行為に対してセキュリティ性の高い通信をした
い場合には大容量以外の用途にも好適であると言える。中
でも43GHz帯の通信は免許波であり，法的な面からの干
渉低減も十分効果が高い。

3．鉄道分野でのミリ波通信システム

この章では，ミリ波帯を用いた通信システムとして，
ホーム監視画像伝送システム，検修ミリ波伝送装置につい
て述べる。

3. 1　ホーム監視画像伝送システム

要旨に述べたとおり，ホーム監視画像伝送システムで
当社は20年以上の歴史を持つ。このシステムでミリ波に
よって伝送する情報は，電車運転士が電車のドアの開閉操
作を行う際に確認するドア付近の乗降確認の映像である。
システム概要を図５に示す。

最も簡易な構成としては，駅ホームのカメラの画像をミ
リ波送信機でミリ波帯の変調波として送信し，電車側の運
転台に設置したミリ波車上装置で受信・復調した信号をモ
ニタ装置に映し出して，運転士がその画像を確認するとい
うものである。

システムとしては非常にシンプルであるが，そのシンプ
ルさがこのシステムの特徴でもある。

ミリ波電波は直進性が高いことを２章で述べたが，ホー
ム監視画像伝送システムではこの物理特性を積極的にシス
テムに取り込んでいる。

画像情報の伝送は，駅ホームに設置されたミリ波送信機
から，ホームへ入った車両に対して行われるが，アナログa＝ ３lhλ， ３leλb＝
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図３．自由空間伝搬損失

E

b

a

Ie

Ih

図４．ホーンアンテナ（2）

モニタ装置

ミリ波送信機 車上受信機

図５．ホーム監視画像伝送システム
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方式のホーム監視画像伝送システムでは，ミリ波電波が届
く送受信間に遮蔽物のないエリアに電車が進入すること
で自動的に画像の結実までの処理（復調）が行われるという，
電波の有無で通信の確立がなされるアナログ通信の良い面
を利用している。

また，ミリ波電波は限られたエリアにしか飛ばず，直進
性を持っていることから駅の上下ホームで同じ周波数を用
いても相互の影響が小さく，周波数の有効利用も図ること
ができている。

無線LANのようなネットワーク接続型システムと比較す
るために，図６にOSI（Open Systems Interconnection）
参照モデルを示す。

アナログ通信をOSI参照モデルに当てはめるのは少々強
引だが，装置のシンプルさ，情報伝達までの処理の少なさ

（遅延の少なさ）が見て取れて，無線区間の遅延はµs（マイ
クロ秒）のスケールである。また，現在のホーム監視画像
伝送システムと同様の動作をネットワーク型システムを
用いて実現するような場合，システムとしての遅延のほか，
画像をデータ化する必要があるため，通信の遅延以外にエ
ンコード／デコード処理（いわゆるコーデック）で遅延時間
を生じるという問題もある。5Gでは無線区間での遅延性
能は１msとなっているが，データの加工に必要な時間は
含まれていないことに注意が必要である。

ホーム監視画像伝送システムで，当社が目指すところは
次の３点である。
⑴	 運行の安全性

信号の低遅延をポリシーとして，乗降客の安全に加えて
ユーザーである運転士も精神的安全性を持てるシステムで
ある。
⑵	 運行の継続性

装置品質を維持・確保する。
⑶	 装置供給の継続性（保守性）

互換を持った装置を供給可能にする製造継続性を維持す
る設計である。

3. 2　検修ミリ波伝送装置

東海道新幹線では，車両搭載機器の動作記録データを走
行中に蓄積し，車両基地や一部駅で地上システム（新幹線
車両検修管理システム（ARIS））に送信することで，取得
した車両データを分析し劣化状態や故障の進行に応じた予
知保全を行っている。このデータの地車間通信で使用され
ているのが検修ミリ波伝送装置である。図７に装置及びシ
ステムイメージを示す。検修ミリ波伝送装置では，駅到着
から出発までの時間内に規定量の検修蓄積データを通信で
きる能力を持ち，より安全で安定した新幹線運行につなげ
ている。

4．む　す　び

ミリ波帯の電波が持つ特徴を挙げて，鉄道システムでの
システム事例について述べた。鉄道でのミリ波帯電波との
親和性（相性）は，大容量通信が必要とされてきたという理
由ももちろんあるが，鉄道での列車の動きが直線的である
ため，ミリ波電波としての直進性と見合っていることも関
係していると考える。5Gやプライベート5Gなどのキャリ
ア系通信による大容量通信が行われてきている現在，それ
ら通信で用いられている高速通信技術を活用・発展させる
ことによって，ミリ波帯は更なる発展を遂げる可能性があ
り，今後もフロンティアとして存在していくものと考える。
当社としては，ホーム監視画像伝送システムのようなミ

リ波の電波的特徴を上手に活用するアプ
ローチの製品なども含めて，公共機関を
利用する乗客だけでなく，運転士などの
ユーザーにも安心して利用してもらえる
通信システムの開発・供給を続けていく。

参　考　文　献
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図７．検修ミリ波伝送装置
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レイヤ１ 物理層

地上装置

レイヤ７ アプリ
ケーション層

レイヤ６ プレゼン
テーション層

レイヤ５ セッション層

レイヤ４ トランス
ポート層

レイヤ３ ネットワーク層
レイヤ２ データリンク層
レイヤ１ 物理層

レイヤ１ 物理層

車上装置

物理層での通信で
あるため， 通信の
確立も伝達も早い

通信の確立， 情報
伝達のために多く
のレイヤが必要

ネットワーク型
システム

ミリ波ホーム
監視画像伝送
システム

（アナログ）

図６．OSI参照モデル
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